
資料４ 第５次　構造改革特区に関する提案のうち、検討の対象とならない事項

提案主体名
構想(プロジェクト)の名

称
規制の特例事項の内容 今回の検討の対象とならない理由

個人
湖を利用して物流を促進す
る計画

道内の主な湖に水上飛行機の離発着場を整備して航路を確
立する。

ご提案の水上飛行機の離発着場を整備す
ることについて、具体的な規制が明確で
ないため。

個人
コピー機のカウンター料金を
廃止して別途資金として運用
する計画

コピー機のカウンター料金に関係する保守契約、ギャラン
ティー契約等を禁止或いは廃止する。

ご提案のコピー機のカウンター料金の廃
止について、具体的な規制が明確でない
ため。

埼玉県新座市 元気の出るみちづくり構想

　当市の定める特区内について、道路拡幅事業等の公共事
業における、相続税納税猶予の適用を受けている農地等に
ついて、収用交換等による譲渡を行った場合の利子税を現
行の１／２から全額免除とするものです。

ご提案の譲渡に関する取り扱いは、税の
優遇措置を求めるものであるため。

株式会社ジャパンプラン
追浜・谷戸地区環境整備特
区構想

都市計画道路の認定の緩和
個別の案件であるとともに、道路を整備
するに当たっての具体的な規制が明確で
ないため。

株式会社ジャパンプラン
追浜・谷戸地区環境整備特
区構想

同意書取得範囲の緩和
横須賀市へのご提案であり、国の規制の
所在が不明であるため。

神奈川県横浜市 国際物流特区
保税加工機能の充実を目的として、横浜港流通センターで
加工された製品を輸入する場合に関税の課税物件確定時期
を選択できる制度を導入します。

ご提案の内容は、関税の課税物件の確定
時期の選択制を導入することにより関税
の軽減を行うことを単に求めるものであ
るため。

新潟県新潟市　株式会社
グリーンシグマ

佐渡島全島世界遺産登録へ
向けての活動計画

トキで代表される自然の生き物との共生を目指して、全島
が協力して生態系の復元と、安心安全な米作りによる付加
価値付けを行うための約束事を成文化する。

ご提案のトキの生息環境を保全、安心安
全な朱鷺ブランド米の商品化の妨げと
なっている規制の所在が不明であるた
め。

岐阜県大垣市
かがやきライフタウン特区構
想

寄付金控除の対象となる認定NPO法人の認定要件である「パ
ブリックサポートテスト」の割合を１／５から１／１０に
緩和し、NPOが寄付を受けやすくなる環境をつくり、活動の
支援を図る。

ご提案の寄付金控除対象となる認定ＮＰ
Ｏ法人の認定要件緩和は、税財政の優遇
措置を求めるものであるため。

(社)関西経済連合会、
(社)関西経済同友会、関
西経営者協会、
大阪商工会議所、京都商
工会議所、神戸商工会議
所

観光産業の裾野の拡大と国
際競争力強化

新たな観光資源に関する公的規制の緩和
ご提案の観光資源に関する公的規制が、
具体的に提示されていないため。

個人

SQ主導[SQ×EQ×IQ]一貫
教育
　　～いのちの核に心の柱が
立つ教育～

6歳～12歳
・徳育として「日本学」による「親子楽会」を朝に行な
う。
・実践してみた徳目の実践状況を互いに話し合い、自分以
外の人の行ない方や感じ方に対する自己反応を観察する。
・6歳までに、教科学習の前倒しが生じているのと、学ぶち
からが十分ついているので、文化活動やスポーツ活動にも
多くの時間が使える。
・ 人文科学、社会科学、自然科学へと収斂していく教科学
習のカリキュラム。
理科実験(化学･生物･物理)の尊重。
朗読･歌唱～右脳言語の発達～
奏楽～協奏的なチームワーク～
日舞･能･狂言～日本精神～
洋舞･劇･ミュージカル～ダイナミズムな表現力～
デザイン･美術～自己表現力･企画力～
作文･書道～人間関係力･自己表現力～
学校教育で扱われているスポーツ全般

ご提案の取り組みを実施するに当たって
支障となる具体的な規制が明確でないた
め。

　ご提案頂いた規制の特例事項のうち、支障となっている具体的な規制が明確でないもの及び単なる税財源措置の優遇を求めるものに
該当する以下のものについては、今回の検討の対象とならないものとして扱います。
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提案主体名
構想(プロジェクト)の名

称
規制の特例事項の内容 今回の検討の対象とならない理由

個人

SQ主導[SQ×EQ×IQ]一貫
教育
　　～いのちの核に心の柱が
立つ教育～

12歳～15歳
・ 12歳～18歳までの6年間に学ぶ学習内容は、「高校生内
容＋α」
・ 方法はCAI学習やテキスト学習等
・ 所謂「授業」を行わないので、教師に対して教科指導資
格を問わない。
・ 早期退職された方や60歳以降の方や、現在仕事について
いる方や、何か生徒にとって魅力的となる方など、非常勤
扱いで教師として迎える。教科専任制ではなく、全教科的
に大局に立った見方と考え方を会得できるチャンスを生徒
たちに与えるために、適任者を現場の判断で採用できる。
・ このプロジェクト学習でも、もちろん、年令混在･教科
混在を認められたい。
・ このプロジェクト学習はCAI学習体制(教科混在、年令混
在、学習時間量の自由)が整っているなら、内容によって
は、提案の12歳までを経ていなくても、行える可能性が十
二分にある。

ご提案の取り組みを実施するに当たって
支障となる具体的な規制が明確でないた
め。

個人

SQ主導[SQ×EQ×IQ]一貫
教育
　　～いのちの核に心の柱が
立つ教育～

12歳～18歳
・ 12歳～18歳までの6年間に学ぶ学習内容は、「高校生内
容＋α」
・ 方法はCAI学習やテキスト学習等
・ 所謂「授業」を行わないので、教師に対して教科指導資
格を問わない。
・ 早期退職された方や60歳以降の方や、現在仕事について
いる方や、何か生徒にとって魅力的となる方など、非常勤
扱いで教師として迎える。教科専任制ではなく、全教科的
に大局に立った見方と考え方を会得できるチャンスを生徒
たちに与えるために、適任者を現場の判断で採用できる。
・ このプロジェクト学習でも、もちろん、年令混在･教科
混在を認められたい。
・ このプロジェクト学習はCAI学習体制(教科混在、年令混
在、学習時間量の自由)が整っているなら、内容によって
は、提案の12歳までを経ていなくても、行える可能性が十
二分にある。

ご提案の取り組みを実施するに当たって
支障となる具体的な規制が明確でないた
め。

島根県大田市（教育委員
会）

長期山村留学(生活・自然体
験活動）の推進にかかる諸
施策の実施

（長期山村留学参加費控除の創設部分について）
児童生徒の活動参加に関して保護者が負担する経費につい
ての税制上の優遇策を講じる。

ご提案の山村留学にかかる費用について
税控除を行うことは、税財政の優遇措置
を求めるものであるため。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住
みたくなる町づくり特区構想

生きがいデイは市町村の事業である。運営費は交付金と措
置で賄われ、市町村の運営要件である。これを直接社会福
祉法人に任せる。

ご提案の内容は、市町村への交付金を直
接社会福祉法人に交付するものであり、
税財政の優遇措置を求めるものであるた
め。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住
みたくなる町づくり特区構想

・痴呆性高齢者グループホームを建設する場合、既製の建
造物を買って利用した方が、経済的に効率が良いが、既製
の建物を購入する場合、現状の補助制度が適用出来ない。

ご提案の内容は、補助事業の対象を拡大
するものであり、税財政の優遇措置を求
めるものであるため。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住
みたくなる町づくり特区構想

特区認定事業者には、総工事費の15％相当を事前準備金と
して報酬や経費（事前研究調査費）が受け取れる様に各助
成金規制要件暖和をする。
社会福祉法人は税遇措置や助成金制度で充分な保護がされ
ているとの見解で、社会福祉法人法24条（経営の原則）で
他の助成金をもらえないので、この要件を暖和する。

ご提案の内容は、新たな補助制度を創設
するものであり、税財政の優遇措置を求
めるものであるため。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住
みたくなる町づくり特区構想

社会福祉法第24条（経営の原則）において、社会福祉法人
は社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確
実、効果的かつ適正に行う為に、自主的にその経営基盤の
強化を図ることとされている。
その為に、税制上の優遇措置や施設・設備整備費補助金の
交付を含めて各種助成金が講じられている。

ご提案の内容は、新たな補助制度を創設
するものであり、税財政の優遇措置を求
めるものであるため。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住
みたくなる町づくり特区構想

特区人材雇用確保助成金制度の確立で行政が行っている事
業を、民間で行い財政負担を25%削減させる。
財政負担を軽減する為に、この制度を利用して公務員を減
らす。

ご提案の内容は、人件費について新たに
補助の対象とすべきとのものであり、税
財政の優遇措置を求めるものであるた
め。

民間企業 馬毛島地域再生特区構想 土地利用協議の簡素化
ご提案の「土地利用協議会」に関して
は、国の規制の所在が不明であるため。

民間企業 馬毛島地域再生特区構想 岩礁破砕等許可申請における漁協の同意について
港湾建設時の漁協の同意に係る国の規制
の所在が不明であるため。
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提案主体名
構想(プロジェクト)の名

称
規制の特例事項の内容 今回の検討の対象とならない理由

民間企業 馬毛島地域再生特区構想 海底の土地使用許可申請における漁協の同意について
港湾建設時の漁協の同意に係る国の規制
の所在が不明であるため。

東京都、神奈川県、横浜
市、川崎市

東京湾岸地域における経済
特区

（１）法人税の軽減
　①法人の課税所得から、５０%を１０年間控除。
　②機械・装置１５％、建物８％の投資税額控除を適用。
　③普通償却に併せ、特別償却も可能とする。（償却限度
額を機械及び装置は１００分の５０、工場用建物等を１０
０分の２５とする。）
　④内国法人が地域内の法人に対し、出資等を行った場合
において、取得価格の１００分の４０の損金算入を認め
る。
（２）登録免許税等の不動産取得にかかる税の免除
　不動産登記に係る登録免許税等の免除。
（３）地方税減税分の実質的な補填措置
　地方税の減免分について、実質的な補填措置を創設。
（４）特別措置法の制定
　経済特区に係る特別措置法を制定。

ご提案の内容は、法人税の軽減、不動
産取得税の免除など、単に税制優遇措
置を求めるものであるため。

東京都、神奈川県、横浜
市、川崎市

東京湾岸地域における経済
特区

民間事業者が行う公共施設を含む民間施設整備について、
日本政策投資銀行による出融資制度（低利・無利子）を新
たに創設する。

ご提案の内容は、融資制度の創設であ
り、単に財源措置を求めるものであるた
め。

東京都、神奈川県、横浜
市、川崎市

東京湾岸地域における経済
特区

（１）民間事業者が行う公共施設等を含む民間施設の整備
について、民間都市開発推進機構の無利子融資制度を創設
する。
（２）民間事業者が行い公共施設等を含む民間施設の整備
について、民間都市開発推進機構の低利子融資の対象事業
費２０%以上を５%以上に拡充する。（上記（１）無利子以
外の事業について)

ご提案の内容は、融資制度の創設であ
り、単に財源措置を求めるものであるた
め。
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提案主体名 構想(プロジェクト)の名称 支援措置に係る提案事項 今回の検討の対象とならない理由

個人
湖を利用して物流を促進する計
画

湖を利用して物流を促進する。
ご提案の水上飛行機の離発着場を整備す
ることについて、国に求める具体的な支
援措置が明確でないため。

個人
コピー機のカウンター料金を廃
止して別途資金として運用する
計画

コピー機のカウンター料金を廃止して別途資
金として運用する計画

ご提案のコピー機のカウンター料金の廃
止について、国に求められる具体的な支
援措置が明確でないため。

田島町 針生地区交流エコエリア構想 軽油引取税の課税免除枠の拡大
ご提案のシャトルバスに係る軽油引取税
の免除については、税の優遇措置を求め
るものであるため。

栃木県 栃木県経済新生計画
緊急地域雇用創出特別基金事業の平成１７年
度以降の継続実施

ご提案の緊急地域雇用創出特別基金事業
の継続については、税財政の優遇措置を
求めるものであるため。

那須野ヶ原土地改良区連
合

人と自然に優しい地域環境再
生プロジェクト

バイオマス利活用に係わる整備事業の国庫全
額支援

ご提案のバイオマス利活用事業の全額国
庫負担については、税財政の優遇措置を
求めるものであるため。

那須野ヶ原土地改良区連
合

人と自然に優しい地域環境再
生プロジェクト

自然再生のために確保する資金（募金）の優
遇措置

ご提案の自然環境再生のために行う資金
（募金）について寄付金控除の対象とす
ることは、税財政の優遇措置を求めるも
のであるため。

群馬県太田市、株式会社
夢麦酒太田

地ビールのまち「おおた」推進
計画

ビールに係る酒税の税率の特例

ご提案の第３セクターに限り「ビールに
係る酒税の税率の特例」を恒久的な措置
とすることについては、税財政の優遇措
置を求めるものであるため。

埼玉県新座市
観光都市にいざ・雑木林保全活
用構想

観光都市にいざ・雑木林保全活用構想
ご提案の雑木林の相続税について納税猶
予の対象とすることは、税財政の優遇措
置を求めるものであるため。

福井県
ふくい原子力・地域産業共生構
想

特許権実施料の負担軽減措置
ご提案の内容は、独立行政法人の運営の
問題であり、国の規制の所在や国に求め
る支援措置が明確でないため。

とーのう薬局

「多治見市民病院」を個人ある
いはNPO等の経営によるサテラ
イトタイプの医療施設にし個人
クリニック開業・廃業のしやすい
医療施設にする計画

「多治見市民病院」を個人あるいはNPO等の
経営によるサテライトタイプの医療施設にし
個人クリニック開業・廃業のしやすい医療施
設にする計画

ご提案の内容は、多治見市が設置する市
民病院の運営の問題であり、国の規制の
所在や国に求める支援措置が明確でない
ため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトA-1   忍者センターの建設
事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト
プロジェクトA-1   忍者センターの建設
（忍者屋敷の茅葺の保全）

事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト
プロジェクトA-2   甲賀忍術学園
（身体不自由者のためのインターネット教育
の設備補助）

事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト
プロジェクトA-2   甲賀忍術学園
（忍者自然道場の整備）

事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトA-3  甲賀しのび街道宿場
事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトA-4 郷土史タイムマシーン
事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトB-1 ハローバス運行規制緩和 具体的な規制が明確でないため。

個人 忍者プロジェクト
プロジェクトB-2 忍者の砦城の整備
（草刈　ベンチの設置）

事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

　ご提案頂いた支援措置のうち、事業の箇所付けや補助金交付の要望、税制要望などの財源措置等に該当する以下のものに
ついては、今回の検討の対象とならないものとして扱います。

第２次　地域再生に関する提案のうち、検討の対象とならない事項
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提案主体名 構想(プロジェクト)の名称 支援措置に係る提案事項 今回の検討の対象とならない理由

個人 忍者プロジェクト
プロジェクトB-2 忍者の砦城の整備
（生涯学習まちづくりモデル事業の活用）

事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトB-3忍者ルート公園の新設
事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトB-4 統一看板 規制の所在が不明であるため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトB-5 草津線複線化・愛称変更 ご提案の内容が不明であるため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトC-1 ビジットkoka
事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトC-2  忍者展　忍者ショー
事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト
プロジェクトC-4 　海外募集ツァーに対する
支援

事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト
プロジェクトD-1 地域通貨の導入
（小判型カードとリーダの開発）

規制の所在が不明であるため。

個人 忍者プロジェクト
プロジェクトD-1 地域通貨の導入
（廃品の鉄・銅・アルミから地域通貨を製作
し流通させる）

事業の箇所付けや補助金交付の要望であ
るため。

個人 忍者プロジェクト プロジェクトD-1 土産品の開発 規制の所在が不明であるため。

洲本市
多主体によるまちづくり推進構
想

①地縁による団体が、地域集会所等の地域活
動拠点施設の設置に伴い用地を取得する場合
に、当該土地に係る譲渡所得について、地方
公共団体が同施設を設置するのと同様の租税
特別措置を講じる。
②地縁による団体が、地域集会所等の地域活
動拠点施設の設置・管理を行う場合に、地方
公共団体が設置・管理を行う場合と同様に、
登録免許税、不動産取得税、固定資産税につ
いて非課税措置を講じる。

ご提案の内容は、譲渡所得等の減免な
ど、税財政の優遇措置を求めるものであ
るため。

兵庫県神戸市 神戸港再生構想 内航フィーダー船等におけるボンド油の使用

ご提案の内容は、ボンド油（非課税の重
油等）の使用を国内で認めるとのもので
あり、税財政の優遇措置を求めるもので
あるため。

兵庫県、兵庫県西宮市
ひょうご・芸術文化あふれるま
ちづくり構想（現　ひょうご・芸術
文化あふれるまちづくり計画）

特定公益増進法人認定基準の緩和

ご提案の特定公益増進法人の認定基準の
緩和は、寄付金にかかる減免税対象を広
げるものであることから、税財政の優遇
措置を求めるものであるため。

東広島市
中心地区の個性・魅力づくりと
求心力の強化

地方税法の拡大運用
ご提案は、地方税法の運用拡大であり、
税財政の優遇措置を求めるものであるた
め。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住み
たくなる町づくり特区構想

1.外溝工事（道路）、2.光ファイバー、下水
道整備、3.測量費（研究調査）国有林等、4.
農地・農道・農園・家畜・ペット園整備イン
フラ整備事業に対する補助金改革

ご提案の内容は、認定事業者が総事業費
の15％相当を報酬として受け取る様にす
るなど、税財政の優遇措置を求めるもの
であるため。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住み
たくなる町づくり特区構想

1.高齢者優良賃貸住宅、2.高齢者住宅、3.特
別養護老人ホーム、4.ショートステイ、5.保
育園、6.ケアハウス、7.痴呆性高齢者グルー
プホーム、8.介護老人保健施設、9.高齢者生
活支援ハウス、10.養護老人ホーム、11.病
院・診療所施設整備事業に対する補助金改革

ご提案の内容は、認定事業者が総事業費
の15％相当を報酬として受け取る様にす
るなど、税財政の優遇措置を求めるもの
であるため。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住み
たくなる町づくり特区構想

特区人材雇用確保助成金制度での助成金改革
ご提案は、新たな補助制度の創設であ
り、税財政の優遇措置を求めるものであ
るため。
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提案主体名 構想(プロジェクト)の名称 支援措置に係る提案事項 今回の検討の対象とならない理由

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住み
たくなる町づくり特区構想

2.介護保険利用者1割負担金分を事業者に権
限を移譲する。

ご提案の内容は、介護保険の自己負担分
について徴収を免除するものであり、税
財政の優遇措置を求めるものであるた
め。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住み
たくなる町づくり特区構想

民間資金の誘導
特区認定事業者に財政投融資金の直接貸し出
しで、経済的・社会的効果を上げる。

ご提案の新たな債券の発行と国による元
本及び利子の債務保証は、税財政の優遇
措置を求めるものであるため。

社会福祉法人鞍手会
ケィ・ティ・エンタープライ
ズ株式会社
有限会社　かじと
個人

社会福祉施設に特化した住み
たくなる町づくり特区構想

2.敗者復活制度の拡充で人権問題（あらゆる
差別）を解決する
3.賃金債権と労働者の不法行為により生じた
債権を持って労働者の賃金債権と相殺する事
は、不当である判例解決を緩和する

ご提案の内容が不明確であるとともに、
判例について検討を行うことは不可能で
あるため。

大分県中津江村 ＣＯ２排出権取引の制度化構想 CO2排出権取引に係る損金算入範囲の拡大
ご提案のＣＯ２排出権取引に係る損金算
入範囲の拡大は、税財政の優遇措置を求
めるものであるため。

宮崎県 悠久の森構想
森林ボランティア活動資金に対する優遇措置
の創設

ご提案の内容は、寄付金にかかる損金算
入の範囲拡大であり、税財政の優遇措置
を求めるものであるため。
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